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要　旨要 旨

　今日の日本では、少子高齢社会を迎え、少子化と高齢化が世界に類をみないスピードで進行し
ている。さらに、身体障害者や要援護高齢者が年々著増している。
　このような社会状況の中で、「物理的バリア」「制度的バリア」「文化・情報的バリア」「心理的
バリア」を取り除くことのできる、共生社会の構築が必要とされている。バリアフリー推進の一
助を担うものとして、政府や各当事者団体等が制定する「シンボルマーク」の普及啓発が挙げら
れる。しかし、これまでにシンボルマークに関する調査・研究は殆ど行われていない。
本研究では、シンボルマークの普及啓発の在り方を明らかにするために、A市185人（63世帯）

を対象に「シンボルマーク」に対する認知調査を実施した。さらに、本稿では、シンボルマーク
の使用・普及啓発等に関する考察を行った。

Abstract

Today's Japan is facing a rapidly aging and low birthrate society. Furthermore, Japan's birthrate is falling

and aging is advancing at a rapid speed which has no precedent anywhere else in the world. Moreover, the

nursing needs of persons with disabilities and elderly persons requiring care are increasing every year.

In the context of this social situation, construction of a harmonious society of coexistence which 

eliminates "physical barriers," "institutional barriers," "cultural and informational barriers," and "mental

barriers" is deemed essential. As a key role-playing factor in the promotion of a barrier-free society, the 

spread of public education regarding "Access Symbols," as established by the government and relevant 

organizations, has come to the forefront. However, until now, there has been almost no investigation or 

research performed in regard to these symbols.

In this research, in order to clarify the state of spread of public education regarding Access Symbols,

an investigation of the awareness of "Access Symbols" was conducted across 185 residents in  City A (63 

households). Furthermore, this paper presents discussion of the use of Access Symbols and the spread of 

public education regarding them.

● ● ○ Key words　　シンボルマーク access symbols／地域住民 local residents／地域 community／バリアフリー
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Ⅰ．はじめに

　厚生労働省の「身体障害児・者実態調査」によると、
日本における身体障害者は、特に肢体不自由者並びに
内部障害者が顕著に増加しており、身体障害者総数は、
昭和45（1970）年に「約1,314千人」、平成8（1996）
年に「約2,933千人」、平成13（2001）年に「約3,245

千人」、平成18（2005）年に「3,483千人」と年々増加
している注1）【表1参照】
　国全体の高齢化が進み、世界でもトップクラスの医
療技術と長寿である日本においては、今後も障害者が
増加の一途を辿ると予測されている。

　また、総務省「推計人口」並びに「国勢調査結果」
によると、日本の65歳以上の人口並びに高齢化率
は、昭和60（1985）年に「12,468千人（対総人口比
10.3％）」であったが、平成7（1995）年に「18,261千
人（対総人口比14.5％）」、平成12（2000）年に「22,005

千人（対総人口比17.3％）」、平成17（2005）年に「25,672

千人（対総人口比20.1％）」、平成21（2009）年12月
に「29,100千人（対総人口比22.8％）」と増加の一途
を辿っている注2）注3）注4）注5）【表2参照】。

　さらに、厚生労働省（国立社会保障・人口問題研
究所）の「日本の将来推計人口」によれば、平成67

（2055）年には65歳以上人口が「約3,646千人（対総
人口比40.5％）」であると予測されている注6）。平成21

年12月現在、高齢化率は「22.8％」で、「4.5人に1人」
が高齢者であるが、約45年後には「2.5人に1人」が
高齢者となる超高齢社会が到来すると考えられる。
　また、高齢者の累増に伴い、平成13（2001）年に
「2,877千人」であった要介護高齢者は、平成18（2006）
年には「4,251千人」と急増している 注7）【図1参照】。

　一方、厚生労働省「人口動態統計月報年計」によると、
日本の合計特殊出生率は、昭和50（1975）年に「1.91」
であったが、平成7（1995）年に「1.42」、平成16（2004）

表1　日本の身体障害者数の年次推移

　表2　日本の高齢者・高齢化率の年次推移
　　　　上段：高齢者人口　　下段：高齢化率

図1　要支援・要介護高齢者の推移

出典：「図1-2-30　第1号被保険者（65歳以上）の要介護度別認定者
数の推移」『平成21年版高齢社会白書』 2009注7）

出典：総務省統計局・政策統括官・統計研修所「平成8年10月1日現
在推計人口：2表全国 ,年齢5歳階級別人口―総人口男女計」
1996 注2）

出典：総務省統計局・政策統括官・統計研修所「平成12年国勢調査：
第1次基本集計結果（結果の概要）」 2000 注3）

出典：総務省統計局・政策統括官・統計研修所「平成17年国勢調査：
第1次基本集計結果（結果の概要）」 2005 注4）

出典：総務省統計局・政策統括官・統計研修所「平成21年12月1日（概
算値）：年齢5歳階級―男女別推計人口」 2009 注5）

出典：厚生労働省社会・援護局『平成18年身体障害児･者実態調査結
果 :表1』2006 注1）
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年に「1.29」と減少の一途を辿っており、少子化が進
行している 注8）【表3参照】。

　以上の通り、日本は、要支援・要介護状態にある高
齢者並びに身体障害者が著増傾向にあり、世界でも類
のない少子高齢化社会を迎えることがこれまでにも指
摘され、確実に福祉大国への道を歩んでいる。
　このような状況で政府は、「生活に障壁（バリア）
を感じないよう対応を必要とする人は、今後さらに多
くなるものと考えられる」とし、「障害の有無や年齢、
個々人の置かれた状況に関わらず、国民一人ひとりが
自立し、互いの人格や個性を尊重し支えることで、共
生社会の実現に向けた環境を整備していくことが重要
である」と指摘している注9）。そのためには、「障害者、
高齢者、妊婦や子ども連れの人などに主な焦点を当
て、そうした方々が社会生活をしていく上でバリアと
なるものを除去し、新しいバリアを作らないことが必
要である」注10）とした上で、「物理的な障壁のみならず、
社会的、制度的、心理的なすべての障壁に対処すると
いう考え方（バリアフリー）が必要であり、これに基
づく取組みの必要性」も指摘している 注11）。
　「障害者が利活用する器具や補助犬に加えて、各種
障害を対象としたマーク ･ 高齢運転者標識・マタニ
ティマークなどの普及を通じた、障害者、高齢者、妊
婦や子ども連れの人等の抱える困難やそのニーズの理
解の促進」をその取組みの一つとして挙げている注12）。
これらを踏まえ、「物理的バリア」「制度のバリア」「情
報 ･文化のバリア」「心のバリア」を社会や国民から
如何に取り除くかが大きな課題となっており、バリア
除去の一助と考えられるものに、シンボルマークがあ
る。
　寺山（1991）は、国際シンボルマークの存在意義は、
「①障害児・者に対し、利用可能な施設があることを
広く知らしめる」「②都市計画家、建築家、政府関係
者及び一般市民に対し、障害者の生活圏拡大及び国際

シンボルマークに関する啓発運動を行う」「③各国政
府に対し、新たに建築される全ての公共建築物・交通
及び施設を、コミュニティの全員が平等に利用できる
ように要求できる」「④全ての住宅の公共エリア・レ
クリエーション施設が、生活圏拡大の基本原則に則り
建設されるよう要求できる」「⑤現存の建物・施設が
改造の際に、基本原則に則って改造されるよう要求で
きる」という以上5点であると指摘している注13）。

Ⅱ．国際シンボルマークの定義

　国民のバリアを取り除くため、シンボルマークによ
る理解を深め、バリアフリー概念普及の取り組みの1

つとして国際シンボルマークがある。現在、国際シン
ボルマークには、「障害者のための国際シンボルマー
ク」「盲人のための国際シンボルマーク」「聴覚障害者
を示す国際シンボルマーク」の3種類がある。
　第1に、「障害者のための国際シンボルマーク」は、
1969（昭和44）年に、国際リハビリテーション協会（RI：
Rehabilitation International）が開催したアイルランドの
ダブリン市の総会において、「世界各国がそれぞれの
基準のもとで使用しているバラバラのシンボルマーク
を統一すること」を目指して採択されたものである。
現在は、全ての障害者が利用できる建物、施設である
ことを明確に表すための世界共通のシンボルマークと
して使用されている 注14）【表4参照】。
　第2に、「盲人のための国際シンボルマーク」は、
1984（昭和59）年に世界盲人会連合（WBU：World　
Blind　Union）が開催したサウジアラビアのリヤド市
の総会において制定され、盲人（視覚障害者）のため
の世界共通のマークとなった。視覚障害者の安全やバ
リアフリーに考慮された建物、設備、機器などに設置
できるマークである注15）【表4参照】。
　第3に、「聴覚障害者を示す国際シンボルマーク」
は、1979（昭和54）年に世界ろう連盟（WFD：World

Federation of the Deaf）が開催したブルガリアのヴァル
ナ市の総会で過半数の賛成を得て制定され、聴覚障害
者のための世界共通のマークとなった。このマークは、
聴覚障害者に関する定期刊行物等に使用され、ろう者
が通訳その他のサービスを受けられる場所でも表示さ
れている 注16）【表4参照】。

表3　日本の合計特殊出生率の年次推移

出典：厚生労働省大臣官房統計情報部「平成16年人口動態統計月報
年計（概数）の概況：表4‐1,合計特殊出生率の年次推移」2004
注8）
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　靑木務（2003）は、国際シンボルマークを「障害者
が利用できる建築物や施設であることを示すもので、
全世界で共通である」と定義している 注17）。さらに、
財団法人日本リハビリテーション協会は、国際シンボ
ルマークを「障害をもつ人々が利用できる建築物や施
設であることを示す世界共通のマーク」と定義してい
る注18）。

　しかし、障害者福祉に関する国際的なシンボルマー
クの規定は、3種類だけにとどまり、様々な場面にお
いて、国民の共通理解を図るために、各国は独自のシ
ンボルマークを制定した上で運用している。そこで本
研究においては、シンボルマークを障害者関連に限定
せず、「国民が共通認識の上で、配慮や利益を享受で
きるマーク」をシンボルマークの定義とする。

Ⅲ．バリアフリー関連法とシンボルマークの整備

　物理的なバリアに対する我が国の法整備として、
1994（平成6）年6月にバリアフリーデザインを目的
としたアクセス法である「高齢者、身体障害者等が円
滑に利用できる特定建築物の建設の促進に関する法律
（ハートビル法）」が成立した。また、2000（平成12）
年5月には高齢者や障害者等が安全かつ不自由なく公
共交通機関が利用できることを目的とした、「高齢者、
身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化
の促進に関する法律（交通バリアフリー法）」が成立

した。その後、2006（平成18）年6月には高齢者、障
害者等の円滑な移動および建築物等の施設の円滑な利
用の確保に関する施策を総合的に推進することを目的
として「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に
関する法律（バリアフリー新法）」が成立し、移動と
施設利用の両面から整備、重点整備地区の捉え方を広
げた。また、対象者を高齢者と身体障害者だけでなく、
知的障害者 ･精神障害者・発達障害者を含むすべての
障害者が対象となり、妊産婦等を含むこととした注19）。
　一方、国土交通省は2001（平成13）年3月に125項
目を「標準案内用図記号」として決定した。これは、
不特定多数の人が出入りする交通施設、観光施設、ス
ポーツ施設、商業施設等の国内諸施設に使用される案
内用図記号の標準となるものとして策定され、一見し
てその表現内容を理解できることから、文字表示に比
べて優れた情報提供手段としての役割を担っている。
現在、日本国内で使用されているマークも図記号とし
て「標準案内用図記号」と同様に、その役割を担う
必要がある。例えば、2008（平成20）年6月1日施行
の改正道路交通法では、75歳以上の者は普通自動車な
どを運転する場合、「高齢運転者標識」を表示するこ
とが義務付けられた。この「高齢運転者標識」を表示
することで、高齢運転者の保護はもとより、より安全
な交通社会を確保することができると考えられた。し
かし、社会的反発や批判等により、2009（平成21）年
4月24日施行の道路交通法改正において、75歳以上の
運転者も70～74歳の運転者と同様に、「高齢運転者
標識」の表示は努力義務となった。また聴覚障害者

表5　道路交通法に規定するシンボルマーク

表4　障害者に関する国際シンボルマーク
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には、普通自動車などを運転する場合に「聴覚障害者
標識」の表示義務が規定された。これまで聴覚障害者
の運転免許証取得については、欠格条項に規定されて
いた。しかし条件付きではあるが、聴覚に障害のある
人も車の免許が取得可能となった。これに伴い、現在
日本国内では、自動車の運転者が表示するマークは「初
心運転者標識（若葉マーク）」を合わせて4種類が規
定され、その内「身体障害者標識」「高齢運転者標識」
を除く2種類が表示義務とされ、罰則規定も設けられ
ている 注20）。同時にこれらの標識を表示した車両に対
する保護の観点から、他の運転者の遵守事項に伴う罰
則規定がある。
　さらに、国内には、福祉関連のシンボルマークとし
て、厚生労働省や各協会が定めた「耳マーク」「補助
犬マーク」「ハート ･プラスマーク」「マタニティマー
ク」が普及・啓発に役立っている。
　第1に、「耳マーク」は、昭和50（1975）年に、名
古屋市中途失聴難聴者協会の高木四良によって発案さ
れ、全国に広がっていった「難聴者（聞こえが不自由）
を表す」マークである。公共の窓口等で不利益がない
様に、聴覚障害者自身が、シールやカードに表示され
た耳マークを提示する。聴覚障害者が自ら「耳マーク」
を身につけることで、聴覚障害者の実情を社会一般に
広く認知し、バリアフリー社会推進に必要な理解を深
めていくことも大きな目的となっている 注21）。
　第2に、「ほじょ犬マーク」は、2002（平成14）年
10月から施行された「身体障害者補助犬法」の普及
啓発のため、厚生労働省が制定したシンボルマークで
ある。身体障害者補助犬（盲導犬・介助犬・聴導犬）
同伴での入店・利用が可能であることを意味するマー
クである。補助犬がペットでなく障害者を介助する特
別な犬であるという啓発もマークの目的である注22）。
　第3に、「ハート ･ プラスマーク」は、2004（平成
16）年に内部障害者・内臓疾患者らが、「身体内部（心
臓 ,呼吸機能 ,腎臓 ,膀胱 ,直腸 ,小腸 ,免疫機能）に
障害がある者」への理解を促進するために、「ハート・
プラスの会」を創設した。その際に、制定されたシン
ボルマークが「ハート ･プラスマーク」である。内部
障害者自身が、シールやカードに表示された「ハート
･プラスマーク」を提示することで、周囲の理解を深
める役割をしている注23）。
　第4に、「マタニティマーク」は、2006（平成18）年

に厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課が事
務局を務める「健やか親子21」推進検討会において、
公募により決定されたものが「マタニティマーク」で
ある。「マタニティマーク」とは、「妊産婦」を表して
おり、特に妊産婦自らが身に付け、妊産婦の存在を喚
起するためのマークである。さらに、交通機関、職場、
飲食店、その他の公共機関等が、その取組みや呼びか
け文を付してポスターなどとして掲示し、妊産婦にや
さしい環境づくりを推進するために明示されるマーク
である注24）。

　このようにマークという図記号を使用し、情報発信
することで、周囲からの配慮が必要であることを視覚
的に表示し、様々な人々が共存、共生することが可能
となる。つまり、マークが地域住民に普及すること

表6　　国内で使用されている主なシンボルマーク
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で、より分かりやすく情報を発信または取得すること
ができ、周囲に対する互いの配慮が生まれ「心のバリ
ア」に対する取組みのきっかけとなり、共生社会実現
への第一歩と位置付けられる。日本政府が考える、「こ
れまで、公共交通機関、公共施設、住宅・建築物の整
備等のハード面の取組みが着実に進められているが、
実際の利用者にとって利用しやすいものとなるために
は、運営に従事する職員の対応や施設等の利用に関す
るわかりやすい情報提供などソフト面と一体となった
総合的な取組み」注25）が必要であり、「さらにハード・
ソフトの取組みの充実に加えて、国民誰もが、支援を
必要とする方々の自律した日常生活や社会生活を確保
することの重要性について理解を深め、自然に支え合
うことができるようにする『心のバリアフリー』を推
進することにより、初めて共生社会が実現されると考
えられる」のである 注26）。

Ⅳ．調査の目的

　これまでに、「国際シンボルマーク検討委員会」が
実施した「シンボルマークに関する意識調査 注27）」や、
秋永・鷲田が2004（平成15）年に実施した調査 注28）

などがあるものの、限定されたごく一部のシンボル
マークのみの調査となっているため、「バリアフリー・
ユニバーサルデザイン推進要綱」に掲げる、障害者、
高齢者、妊婦など「生活に障壁（バリア）を感じない
よう対応を必要とする人」への理解促進に対する施策
の対応の検討がされていない。さらに、国際シンボル
マーク検討委員会や秋永・鷲田が行った先行研究では、
シンボルマークに関する回答が選択肢のため、仮に正
しい認識が無くても、正解できる確率が高くなり、理
解の広がりが正確に調査できていない可能性が高い。
　そこで、本研究では、障害者、高齢者、妊婦などに
関するマークについて、一般住民の認知がどれほど周
知徹底されているか、また正しく認知されているかを
知ることで、今後の共生社会への取組みの一つに活用
できるものと考える。
　また、地域住民を対象に、現在日本国内で使用され
ているシンボルマークの内、バリアフリー関連の10

種類について「見たことがあるか無いか」を選択式で、
「見たことがある場合どこで見たか」「そのマークが何

を表すのか」について記述式の調査を実施することに
し、理解度を正確に測ることとした。本研究において、
シンボルマークの普及・認知に関する実態を明らかに
した上で、今後のシンボルマークの普及・啓発につい
てのあり方を検討するために調査を実施した。
＊なお、近年、各自治体などで「障がい」「障がい者」
などの表記を使用する動きがみられるが、本論文
では法律に基づく表記に統一し、「障害」「障害者」
とする。

Ⅴ．調査方法

調査対象：大阪府下の A市にある、B分譲マンショ
ンに居住する63世帯185人に調査を依頼した。

調査方法：質問紙を用いた留置調査
　各世帯の郵便受けへ封筒に入れた調査票を一律に

5部配布し、記載後に指定の郵便受けに返却する
方法で回収した。

調査期間：平成20年11月12日～12月21日
調査項目：年齢、性別、各シンボルマークに対する
認知の有無、どこでマークを実見したか、マーク
の意味について　等　

分析方法：各調査項目に関して、「Microsoft Office 

Excel 2003 」を用いて、「各シンボルマーク」と「実
見経験」についてクロス集計を行った。また、「マー
クの意味」に関する記述回答については、KJ法
を用いて同類項目を分類の上で、正解と不正解に
分けた。

倫理的配慮：調査票への記入は無記名とし、本調査
への協力は任意とした。調査票は、「個人情報保
護の遵守」に基づき厳重に管理し、「集計・分析」
の終了後にシュレッダーにて破棄した。

Ⅵ．調査結果

　回収率は21世帯（男子18名・女子23名、無記名3

名の合計44名）で、全63世帯の33%であった。回答
者についての詳細は表7に示した【表7参照】。
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　表8は、それぞれのマークに関して、「見たことがある」または「見たことはない」という問いに対する回答を
まとめたものである【表8参照】。

　下記の表9は、マークを見たことがある人に対して、「どのようなところで見たか」という問いに対する回答を
まとめたものである【表9参照】。

表9　「マークをどこで見たか」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　複数回答有　（　）内は人数

表7　回答者一覧　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人　（　）内は%

表8　各シンボルマークの実見経験の有無　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人　（　）内は%
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　表10は、それぞれのマークに関して、「何を表わしていると思うか」という問いに対する回答をまとめたもので
ある。なお、下表では回答者の記述内容・表現をできる限りそのまま活かしている【表10参照】。

表10　「マークは何を表わしていると思うか」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　複数回答有　（　）内は人数
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Ⅶ．考察

　本調査で確認できることは「1．地域内において、
どれ位シンボルマークの表示・設置が普及しているの
か」ということと同時に「2．地域住民がどれ位シン
ボルマークを理解しているのか」という2点である。

1．シンボルマークの普及状況について

　それぞれのマークに関して、「見たことがある」ま
たは「見たことはない」という問いについて、「問1：
障害者のための国際シンボルマーク」は被験者の全員
が目にしていた。地域社会にマークの表示が普及して
いると考えられる。「問10：高齢運転者標識」につい
ても35名（85%）が目にしていたが、4名（10%）が「見
たことはない」と回答していた。このマークについて
は、自動車運転などに関わらない人が目にしない可能
性が考えられ、自動車運転免許を持たない、または
18歳未満の被験者などが「見たことはない」と回答
したと考えられる。「問9：マタニティマーク」は、ほ
ぼ半数の21名（48%）の被験者が目にしていた。こ
れらのマークは、他の残りのマークと比べると表示が
普及しているものと考えられる。一方、「問3：聴覚障
害者を示す国際シンボルマーク」、「問4：耳マーク」
は2名（5%）の人が、「問7：聴覚障害者標識」に関
しては1名（3%）のみが「見たことがある」と回答し、
これらのマークはほとんど地域社会に表示が普及して
いないものと推測される。但し、「問7：聴覚障害者標
識」は、道路交通法の改正に伴い2008（平成20）年6

月1日に施行から日が浅いため周知されていないこと
も十分考えられる。
　また、「マークをどこで見たか」という問いについて、
「問1：障害者のための国際シンボルマーク」「問6：ほ
じょ犬マーク」「問8：ハート ･プラスマーク」およ
び「問9：マタニティマーク」のマークは被験者が地
域の様々な場所で目していた。多くの場所で目にして
いるということは、地域社会において表示の普及が進
んでいるものと考えることができる。しかし、「問5：
身体障害者標識」「問7：聴覚障害者標識」および「問
10：高齢運転者標識」のような、車両に表示する必要
があるマークは、見る場所が限定されることは当然で
ある。つまり、様々な場所で目にしたことが表示の普

及につながるわけではなく、それぞれのマークの使用
目的を考慮する必要がある。「問3：聴覚障害者を示す
国際シンボルマーク」については、2名（5%）が「見
たことがある」としながらも、具体的な場所が記載さ
れておらず、ほとんど普及していない可能性が考えら
れる。

2．シンボルマークの正確な認識について

　それぞれのシンボルマークが、「何を表わしている
と思うか」という問いに対して、①その人自身を表わ
すもの、②施設や設備などの利用できる環境に関する
もの、③注意喚起や配慮などに関するもの、④スロー
ガン、⑤わからない、の概ね5つのカテゴリーに分け
ることができると考えられ、記載事項からマークを見
て連想される内容が様々であることが伺えた。このこ
とは、マーク自体が見る人の年代や性別、また感性な
どによって、幅広く解釈されている現状が伺える。「た
ぶんこのマークはこんなことを表しているのだろう」
といった、観る側の判断に頼っている側面は否定でき
ない。つまり絵で一見しても、「本来そのマークが表
現したい事柄」や「伝えたい内容」を解釈しにくいこ
とも問題となっているのではないか。
　マークが示す内容を記載し、正解していると考えら
れる人数は、「問1：障害者のための国際シンボルマー
ク」は7名、「問2：盲人のための国際シンボルマーク」
は17名、「問3：聴覚障害者を示す国際シンボルマーク」
は20名、「問4：耳マーク」は3名、「問5：身体障害者
標識」は7名、「問6：ほじょ犬マーク」は29名、「問7：
聴覚障害者標識」は2名、「問8：ハート ･プラスマーク」
は6名、「問9：マタニティマーク」は22名、「問10：
高齢運転者標識」は37名であり、マークによって人々
の認知度の差が見受けられた。これは、実見経験者の
割合が半分以下であっても「マタニティマーク」「ほ
じょ犬マーク」の様に、シンボルマークの図柄から判
断しやすい場合や「高齢運転者標識（もみじマーク、
シルバーマーク）」の様に、回答者の実見割合の高い
ものについては、正解者の割合が高かった。しかし、
「障害者のための国際シンボルマーク」の様に実見経
験が「38名（86％）」にも上っているが、正解者の割
合が少ないシンボルマークも存在した。これは、正確
な内容がキチンと普及していない結果によるものであ
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ると推測される。大半の回答では、内容を正確に記載
してはいないものの、大きく誤った内容ではないもの
を考慮すると、少しの啓発学習等で、さらに正解の数
値は上がるとも考えられる。
　しかし、「国民一人ひとりが自立しつつ互いに支え
合う共生社会の実現」を目指すならば全ての人々に
とって、わかりやすく正確な情報伝達が望まれる。と
いうのも、本来の表示内容とは全く異なった回答もあ
り、充分認知されていない、または正しく理解されて
いないことも伺えた。例えば「問4：耳マーク」は「坂
道」や「リサイクル」、「問5：身体障害者標識」では
四つ葉のマークのため、「緑を大切にしましょう」や「エ
コ」という回答が見られた。また、「問7：聴覚障害者
標識」は蝶の絵柄のため、「自然とふれ合う場所」や「蝶
蝶をとらないように」といった回答が見られた。本来、
マーク表示には一見してその表す内容を理解できるこ
とが、文字表示に比べて優れた情報提供手段としての
役割を担っている。マークとその表示内容とがつなが
りにくい状況は、その役割を果たしていないことが考
えられる。
　つまり、今回の調査では、各種の政策や普及啓発事
業の中で、マークの特性を十分に活かしきれず、シン
ボルマークが地域住民に正しく認識されていない可能
性が浮き彫りになっている。案内表示や注意喚起など
のマークの普及は、地域社会で生活をおくるための利
便性や様々な年齢の人々の暮らしの安全、安心感の拡
大へとつながるのである。それぞれのマークが何を表
し、その表示事項のためにどのようなことが必要とさ
れるのか、また表示することで障害などを持ち合わせ
たとしても支障ないことを伝えることができるのか、
工夫が求められる。地域社会では、様々な生活のしづ
らさを持った人々が存在しており、その生きづらさに
ついて容易に情報収集できることが、地域社会で住民
理解を深め「共生社会の実現」へつながると思われる。
表示内容を伝える役割の表示マーク自体の紛らわしさ
や適切さなどの再検討、さらなる工夫が必要と思われ
た。例えば、これらのマークを実際に使用した当事者
に対して、聞き取りによる追跡調査を実施し、「使用
の利便性」「使用上の弊害」「使用上の問題点」がある
とすれば、「何が具体的に問題なのか」「表示マークの
妥当性はどうなのか」等、いわゆる消費者の視点に立
ち検証する。そして、追跡調査の結果を、福祉政策や

各種計画（まちづくり計画、障害者計画、地域福祉計
画など）の策定に盛り込むことも一案かと思われる。
　さらに、「問3：聴覚障害者を示す国際シンボルマー
ク」「問4：耳マーク」および「問7：聴覚障害者標識」が、
聴覚障害者を表わすという回答が占めしていた。複数
のマークが同じ内容を示し使用することは、マークを
見る側に混乱を招き、多くの人々にとって理解しづら
い可能性が考えられる。特定の対象や状態などを伝え
ることを目的としマークを使用するならば、マークを
統一することも方法の一つと思われる。これは、公共
の交通機関などで使用されている優先席を示すマーク
にもつながると考える。公共の交通機関などで使用さ
れている優先席を示すマークも、標準案内用図記号の
役割を担うものと位置付ける。しかし、現在使用され
ている優先席のマークは様々な種類のマークが使用さ
れている。優先席のシンボルマークとして統一された
表記にすることで、目に触れる機会が増え、毎日の生
活で身近なものとなり、地域住民の周知徹底につなが
る可能性が期待できる。どのような人々が優先席を必
要とするのか、より具体的な情報を繰り返し得ること
でより多くの住民が共通認識を持つことが可能とな
る。
　本来のマーク表示はそれぞれカラーだが、今回の調
査では白黒でのマークを使用した。しかし、実際に使
用されているマークがカラーであることを配慮すれ
ば、カラーのマークで調査を行う方法がより適切で
あったと思われ、調査用紙での表示方法が課題とし
て考えられた。また、調査人数も63世帯を対象とし、
調査人数としては充分でないことが考えられる。
　なお、現在、A市 B分譲マンションの管理組合と
協議を行っており、近日中に「シンボルマーク啓発の
場」を設定し、合わせて本調査の報告を実施する予定
である。

Ⅷ．おわりに

　2005（平成17）年に障害者施策推進本部が発行した、
「公共サービス窓口における配慮マニュアル　障害の
ある方に対する心の身だしなみ」は、障害のある人々
への対応マニュアルとして、公共サービス窓口の職員
を対象として作成された。共生社会を目指した障害者
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理解の取組みとして考えてみると、公共サービス窓口
の職員といった特定の人々だけでなく、一般住民を対
象としても不思議ではないと思われる。また、「コミュ
ニケーション支援用絵記号デザイン原則」として、約
300種類の絵記号が JIS化され、絵や記号を使用した
意思伝達手段として制定した。今回の調査では、具体
的なマークを使用し、視覚情報から得る共通認識を共
有することの困難さを再確認することができた。この
ことは、生活のしづらさや、配慮を要するという共通
認識を我々が共有する困難さに通じるものと考えられ
る。文字や言葉でのコミュニケーションの困難さを絵
や記号を使用することで、日常生活での社会的障壁を
取り除く手段として位置付けられている。このことか
らも、絵や記号を使用した情報伝達の有効性は考えら
れることから、マークの共通認識を共有することが、
地域社会における共生社会実現の一歩として位置づけ
られる。今後は、国際シンボルマークを含む、現在国
内で使用されているマークの更なる浸透が課題であ
り、その取り組みが望まれる。
　一方で、これらのようなマークがあまりにも数多く
作成され、社会の中で使用頻度が増えることがいいと
は一概には言及できない。種類が増えれば増えるほど
複雑さが増し、逆効果の恐れも危惧される。最終的に
は、このようなマークによる表示が無くても十分社会
生活を継続でききる社会を期待したい。つまり、様々
な人々が生活するうえで「様々なバリア」の無い配慮
された地域社会の構築へのプロセスとして、まずは、
より多くの人々に、現在使用されている「福祉シンボ
ルマーク」を認知・理解してもらうことが必要ではな
いだろうか。
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